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１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

（当期の経営成績）

当連結会計年度における我が国経済は、政府・日銀の金融政策等が追い風となり企業収益の改善も

一部では見られましたが、設備投資や個人消費が持ち直すまでには至りませんでした。世界経済にお

きましては、米国をはじめとする先進国の経済は底堅く推移したものの、新興国の経済の減速、原油

など資源価格の低迷もあり、先行き不透明な状況が続きました。

紙パルプ業界におきましては、板紙は包装資材向けに堅調な需要が見られましたが、紙については

電子化などの要因から、国内需要は減少傾向にあり、当連結会計年度における紙・板紙の内需は前年

を下回る結果となりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は506,631百万円（前年比4.4％減）となりました。利益面では、

営業利益は6,380百万円（同1.7％減）、経常利益は受取配当金の増加等により7,008百万円（同10.3％

増）、親会社株主に帰属する当期純利益は固定資産処分損等を計上したものの、投資有価証券売却益

の計上等により3,400百万円（同7.7％増）となりました。

当連結会計年度の経営成績をセグメント別に見ますと次のとおりであります。

「国内卸売事業」

売上高は需要減少に伴い販売数量が減少したため前連結会計年度比1.0％減の332,939百万円と

なりました。経常利益は、売上高減少に伴う売上総利益の減少により1.4％減の5,624百万円とな

りました。

「在外卸売事業」

中国における事業の見直しの影響等により、売上高は前連結会計年度比11.3％減の145,515百

万円、経常利益は採算の改善により90.0％増の669百万円となりました。

「製紙及び加工等事業」

売上高は前連結会計年度比12.7％減の22,258百万円、経常利益は再生家庭紙製造事業での新工

場稼働に伴う費用増加等により、44.3％減の1,798百万円となりました。

「不動産賃貸事業」

売上高はテナントビルの稼働率上昇により前連結会計年度比12.7％増の2,594百万円となり、

経常利益は205百万円（前連結会計年度は367百万円の経常損失）となりました。

「その他の事業」

売上高は釧路市における太陽光発電事業の稼働開始等により、前連結会計年度比60.6％増の

3,325百万円、経常利益は558百万円（前連結会計年度は48百万円の経常利益）となりました。
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（次期の見通し）

平成29年３月期の我が国経済は、政府主導の各種政策により雇用や所得環境の改善が継続し、円高

の進行等の懸念材料があるものの緩やかな回復が期待されます。

国内紙パルプ業界におきましては、紙は人口の減少や電子媒体への切替えといった構造的な需要縮

小傾向が続いております。一方、板紙は段ボールを中心に軽量化が進むものの、加工食品・飲料向け

需要は底堅く、通販向け需要は引き続き増加が期待されることから、紙・板紙の全体的な需要は微減

になると見込んでおります。

平成29年３月期の売上高は5,200億円（前年比2.6％増）、利益面では国内卸売事業においては前年

並みを見込むものの、在外卸売事業、製紙及び加工等事業における利益回復や、不動産賃貸事業にお

ける賃貸料収入の増加を見込んでいる事などから、営業利益は85億円（同33.2％増）、経常利益は80

億円（同14.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は50億円（同47.1％増）と増収増益を見込ん

でおります。

（２）財政状態に関する分析

（資産、負債及び純資産の状況に関する分析）

当連結会計年度の総資産は、主に売上債権や棚卸資産の減少により前連結会計年度に比べ12,564百

万円減の297,493百万円となりました。

総負債は、有利子負債の増加はあるものの仕入債務の減少等により、前連結会計年度に比べ6,747

百万円減の220,788百万円となりました。

純資産は、その他有価証券評価差額金及び退職給付に係る調整累計額の減少等により、前連結会計

年度に比べ5,818百万円減の76,705百万円となりました。

（キャッシュ・フローの状況に関する分析）

当連結会計年度の現金及び現金同等物は、前連結会計年度に対して241百万円減の5,328百万円とな

りました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少、棚卸資産の減少による収入の増加、及び

仕入債務の減少による支出の増加等により、前連結会計年度と比較し収入が5,383百万円増加し

12,929百万円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産の取得による支出及び投資有価証券の売却によ

る収入により、前連結会計年度と比較し支出が10,699百万円減少し7,817百万円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャル・ペーパーの増加、長期借入れによる収入、

及び社債の償還による支出等により、5,448百万円の支出（前連結会計年度は11,004百万円の収入）

となりました。
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（キャッシュ・フロー関連指標の推移）

当社グループのキャッシュ・フロー関連指標の推移は以下のとおりであります。

平成24年３月期平成25年３月期平成26年３月期平成27年３月期平成28年３月期

自 己 資 本 比 率 （％） 23.5 23.9 24.5 25.2 24.3

時 価 ベ ー スの 自 己 資本比 率（％） 15.4 15.6 17.2 15.1 15.0

キャッシュ･フロー対有利子負債比率 － 5.2 12.4 14.8 8.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ － 12.4 5.5 5.6 9.8

自 己 資 本 比 率 …… 自己資本／総資産

時 価 ベ ー ス の 自 己 資 本 比 率 …… 株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 …… 有利子負債／キャッシュ・フロー

イ ン タ レ ス ト ・ カ バ レ ッ ジ ・ レ シ オ …… キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている社債、長期及び短期借入金、コマーシャル・ペーパーを

対象としております。また、利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要施策のひとつとして位置づけ、長期にわたる

経営基盤の安定と強化に努め、企業価値の向上を目指しております。配当の方針につきましては、安

定的な配当を継続して行うことを基本方針とし、連結業績の動向も勘案して実施しております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。これらの

配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。なお、当社は、「会社法

第454条第５項の規定により取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をする

ことができる。」旨を定款で定めております。

内部留保資金につきましては、財務体質の強化を図るとともに、中長期的な視点から、競争力強化、

機能強化のための資金需要に備え、将来の業績向上に役立ててまいります。

この方針のもと、当期末の配当は前期末と同額の１株当たり５円とし、既に実施した中間配当１株

当たり５円と合わせ、年間10円を予定しております。

また、次期の１株当たり配当につきましても、中間５円、期末５円、年間10円を予定しております。

２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

国内の紙需要が長期的に縮小していくという見通しのもと、当社グループは基幹事業である国内

紙・板紙卸売事業におけるさらなる業務の合理化・効率化を進めるとともに、次期基幹事業の育成、

確立に注力し、事業構造転換を推進してまいります。また、事業を通じて社会に貢献し社会と共に栄

え、グループ従業員、取引先、株主、また地域社会等、ステークホルダーすべての皆様から、評価さ

れる企業を目指していきます。

日本紙パルプ商事株式会社(8032)平成28年３月期決算短信

－ 4 －



（２）目標とする経営指標

当社グループは、収益性の向上を基盤とした企業価値最大化の観点から、ＲＯＥ８％以上の達成を

目標として掲げ、更なる成長に向けて努めてまいります。

（３）中期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

当社グループでは、中期的な経営目標の明確化を図るために、2016年度を最終年度とする３ヶ年の

中期経営計画『ＪＰグループ中期経営計画2016』を推進しております。

本中期経営計画において、当社グループの経営方針として下記の基本方針と事業方針を掲げており、

「国内卸売」を基幹事業とし、「海外卸売」及び家庭紙を中心とした「製紙及び加工」、「資源・環境」、

そして「不動産賃貸」の四事業を当社グループの新たな事業の柱としてグループ企業価値の最大化を

図ることを目指しております。これによりグループ連結経常利益100億円を早期に達成するとともに、

ＲＯＥ８％以上の達成も目指してまいります。

また、平成29年３月期第１四半期より報告セグメントの区分を変更し、ステークホルダーすべての

皆様に対し、当社グループが取り組んでいる事業構造転換、及びその進捗状況をより明瞭に開示する

予定です。

（基本方針）

① 収益重視の経営と連結収益力の向上

グループ経営のさらなる強化を推し進め、各事業間のシナジー効果を最大限に発揮させていくこ

とで、グループ企業価値の最大化を推し進めるとともに、ＲＯＥ比率の向上を図る。

② 成長する事業領域への戦略的人材配置

事業領域拡大に伴うグループ人材の強化・育成を推進するとともに、経営主導による、注力分野

の成長を推進出来る人材の適正配置を推進する。

③ 積極的な事業投資と財務健全性との両立

次期基幹事業の育成のために必要な事業投資の実行とともに、遊休資産の効率的運用も含めた資

産の入替、経営資源の最適配分を推進する。

（事業方針）

① 国内紙・板紙流通でのNo.1 シェアの堅持

② 世界一の紙関連グローバルネットワークの構築

③ 紙関連における戦略性の高い事業への注力

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本

基準で連結財務諸表を作成する方針であります。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針

であります。
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 56 社

２．持分法の範囲に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数 １社

(2) 持分法を適用した関連会社数 ７社

なお、上記に記載されている項目以外の事項につきましては、最近の有価証券報告書（平成27年６

月26日提出）における記載から重要な変更がないため、開示を省略しております。

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社の連結子会社コアレックス信栄㈱（平成27年10月１日付で信栄製紙㈱より商号変更）は、有

形固定資産の減価償却方法に主として定率法を採用しておりましたが、当連結会計年度より、定額

法に変更しております。

この変更は、同社の新工場が稼働を開始したことを契機に、有形固定資産の使用状況を検討した

結果、資産の経済的便益がその耐用年数にわたって平均的に消費されると予測されたため、より実

態に即した定額法へ変更したものであります。

これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ 549

百万円増加しております。

（表示方法の変更）

（「企業結合に関する会計基準」等の適用に伴う変更）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年９月 13 日）第 39 項に掲

げられた定め等を適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表

示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結

財務諸表の組替えを行っております。

（セグメント情報等）

（セグメント情報）

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いる事業セグメントを、集約したものであります。

当社は、経営資源の配分の決定及び業績の評価を、当社については事業の内容及び国内所在地等

に基づく会計単位別に、連結子会社については主として会社別に行っているため、これらを事業セ

グメントとして識別しております。当社の報告セグメントは、これらの事業セグメントを経済的特
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徴の類似性等を勘案し、事業の内容別と所在地別（国内・在外）の組み合わせにより集約し、「国内

卸売事業」、「在外卸売事業」、「製紙及び加工等事業」及び「不動産賃貸事業」の４区分としており

ます。

「国内卸売事業」及び「在外卸売事業」は、紙、板紙、パルプ、古紙、その他紙関連物資を販売

しております。「製紙及び加工等事業」は、製紙及び紙関連物資の加工等をしております。「不動産

賃貸事業」は不動産を賃貸しております。このほか、総合リサイクル事業や再生可能エネルギー事

業等の資源・環境事業及び情報システム販売等を行っており、これらは「その他」に含めておりま

す。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部売上高は市場実勢価格に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日)

報告セグメント
その他

(百万円)
(注)１

合計
(百万円)

調整額
(百万円)
(注)３

連結財務諸
表計上額
(百万円)国内卸売

(百万円)
在外卸売
(百万円)

製紙及び
加工等

(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

売上高

外部顧客への売上高 336,280 164,027 25,487 2,301 2,070 530,164 ― 530,164

セグメント間の内部
売上高又は振替高

16,847 649 19,706 88 852 38,142 △38,142 ―

計 353,127 164,676 45,193 2,389 2,921 568,306 △38,142 530,164

セグメント利益
又は損失（△）

5,706 352 3,225 △367 48 8,966 △2,613 6,353

セグメント資産 116,227 51,990 46,186 25,483 16,272 256,158 53,899 310,058

その他の項目

減価償却費 277 439 1,870 922 467 3,975 180 4,156

受取利息 17 2 3 0 1 23 25 48

支払利息 471 684 397 829 18 2,400 △1,076 1,324

持分法投資利益
又は損失（△）

147 32 △6 ― ― 173 0 173

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

440 551 8,810 2,789 6,147 18,738 85 18,823

（注）１ その他には、資源・環境事業及び情報システム販売等の事業を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

３ (1)セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社部門の損益△2,266

百万円が含まれております。全社部門の損益は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収

益、営業外費用の純額（連結上消去した受取配当金等を除く）であります。

(2)セグメント資産の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社部門の資産77,119百万円が含まれて

おります。全社部門の資産は、主に各報告セグメントに帰属しない当社での余資運用資金(現金及び預金)、

長期投資資金(投資有価証券)等であります。

(3)支払利息の調整額は、主に全社部門の支払利息と各報告セグメントの全社部門への支払利息との差額であり

ます。
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当連結会計年度(自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日)

報告セグメント
その他

(百万円)
(注)１

合計
(百万円)

調整額
(百万円)
(注)３

連結財務諸
表計上額
(百万円)国内卸売

(百万円)
在外卸売
(百万円)

製紙及び
加工等

(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

売上高

外部顧客への売上高 332,939 145,515 22,258 2,594 3,325 506,631 ― 506,631

セグメント間の内部
売上高又は振替高

18,014 560 23,573 114 869 43,130 △43,130 ―

計 350,953 146,076 45,832 2,707 4,194 549,761 △43,130 506,631

セグメント利益
又は損失（△）

5,624 669 1,798 205 558 8,853 △1,845 7,008

セグメント資産 113,907 41,817 46,151 24,217 20,808 246,901 50,593 297,493

その他の項目

減価償却費 287 395 2,443 851 823 4,799 123 4,922

受取利息 13 3 2 0 3 20 35 55

支払利息 452 516 458 813 165 2,404 △1,107 1,297

持分法投資利益
又は損失（△）

71 21 △32 ― 233 293 △0 293

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

163 319 3,768 492 4,579 9,321 71 9,391

（注）１ その他には、資源・環境事業及び情報システム販売等の事業を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

３ (1)セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社部門の損益△1,705

百万円が含まれております。全社部門の損益は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収

益、営業外費用の純額（連結上消去した受取配当金等を除く）であります。

(2)セグメント資産の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社部門の資産79,042百万円が含まれて

おります。全社部門の資産は、主に各報告セグメントに帰属しない当社での余資運用資金(現金及び預金)、

長期投資資金(投資有価証券)等であります。

(3)支払利息の調整額は、主に全社部門の支払利息と各報告セグメントの全社部門への支払利息との差額であり

ます。

４ 報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当社の連結子会社コアレックス信栄㈱は、有形固定資産の減価償

却方法に主として定率法を採用しておりましたが、当連結会計年度より、定額法に変更しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度において、「製紙及び加工等」事

業のセグメント利益が549百万円増加しております。
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（関連情報）

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

紙
(百万円)

板紙
(百万円)

パルプ
(百万円)

古紙
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

外部顧客への売上高 357,572 74,278 9,185 23,527 65,602 530,164

２．地域ごとの情報

売上高

日本
(百万円)

アジア
(百万円)

米国
(百万円)

その他の北米
及び欧州

(百万円)

その他地域
(百万円)

合計
(百万円)

321,042 83,664 83,224 26,843 15,391 530,164

(注)売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

紙
(百万円)

板紙
(百万円)

パルプ
(百万円)

古紙
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

外部顧客への売上高 341,286 72,676 6,628 18,242 67,799 506,631

２．地域ごとの情報

売上高

日本
(百万円)

アジア
(百万円)

米国
(百万円)

その他の北米
及び欧州

(百万円)

その他地域
(百万円)

合計
(百万円)

323,246 67,394 77,452 26,189 12,350 506,631

(注)売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

報告セグメント
その他

(百万円)
合計

(百万円)
調整額

(百万円)

連結財務諸
表計上額
(百万円)国内卸売

(百万円)
在外卸売
(百万円)

製紙及び
加工等

(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

減損損失 ― ― ― 252 ― 252 ― 252

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

報告セグメント
その他

(百万円)
合計

(百万円)
調整額

(百万円)

連結財務諸
表計上額
(百万円)国内卸売

(百万円)
在外卸売
(百万円)

製紙及び
加工等

(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

減損損失 ― ― 79 ― ― 79 ― 79
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（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

報告セグメント
その他
(百万円)

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

連結財務諸
表計上額
(百万円)国内卸売

(百万円)
在外卸売
(百万円)

製紙及び
加工等
(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

当期償却額 23 337 215 ― ― 576 ― 576

当期末残高 15 507 236 ― 259 1,017 ― 1,017

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

報告セグメント
その他
(百万円)

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

連結財務諸
表計上額
(百万円)国内卸売

(百万円)
在外卸売
(百万円)

製紙及び
加工等
(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

当期償却額 9 266 215 ― 39 529 ― 529

当期末残高 6 226 21 ― 220 474 ― 474

（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 543.36円 524.09円

１株当たり当期純利益 21.96円 24.44円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

21.84円 24.30円

(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

純資産の部の合計額 82,523百万円 76,705百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 4,427百万円 4,316百万円

（うち新株予約権） 218百万円 229百万円

（うち非支配株主持分） 4,209百万円 4,086百万円

普通株式に係る期末の純資産額 78,096百万円 72,389百万円

普通株式の発行済株式数 150,215千株 150,215千株

普通株式の自己株式数 6,488千株 12,092千株

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数

143,727千株 138,124千株
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２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益 3,156百万円 3,400百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 3,156百万円 3,400百万円

普通株式の期中平均株式数 143,720千株 139,075千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ― ―

普通株式増加数 809千株 816千株

（うち新株予約権） 809千株 816千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概
要

――――― ―――――

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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